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〈醗究ノート〉

ネップ初WJの〈銀状斧~}をめぐる党内論争

一一第13回党協議会を中心に一一

上野

1923'終末から1924伴、はじめにかけ まさ

おこった。これは1929年にプハーヲン反対派がスターリンに絞れるまで、の4

る激しい党内論争の鼓初のものであった。論争は党内民主主義と

済政策についての意見の分裂によるものであり，党内でのトロッキーとト世

イカ〈スターリン，ジノヴィニ乙プ，カーメネフ〉の対立を反映していたが，

〈喜夫状差〉として知られる現象とそれに伴う経済的・主主治的懇

難が横たわっていたのここではこの時期の論争における〈鋲試薬〉危機と経

済政策にかんする意見の分裂を1924年 1月に開催された第訪問党協議会主ピ中

心にして組介してみたい。識やそのものは時期的に監かく，経済政策につい

ての意、見の分裂よりは党内民主主義のほうが論争の言雪崩に出ていたとはいえ，

この論争のなかで、ネッブ期における経済問題にかんする議見の相違の原灘は

すでに明瞭に浮かびあがっていると言えるc それゆえ，この論争を

をめぐる経済政策という点から銘介することも20年代の経済政策上の論争の

理解にとっての一塁きとなるにちがし、なし、。

付

エトップ史上〈鎖状委長>(HmKHHIl.bl)として知られるようになった工業製品価

格と幾度物舗格のシェーレが出現したのは，1922年末のこと旬、あったが， <鎮

状差〉にたし、ずる一般の珪窓を喚認したのは1923年春の開シア共産党第12回

党大会におけるドロッキ“…報告匂「工業についてjであっーたる qかれが大会で、示

したグラブを掲げておこう。みられるように，戦前 (=1913年〉に比較した
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1l誌をHaえは設τE迂註Cbe3瓦 PKrr(6)， M.. 1968， cTp.321. 

工業製品緬絡指数と幾産物細格指数は1922年 9月を としてちょうど銭形

している。<鎮状差〉の名称がこのグラアの形からの連:慢であること

は言うまでもなし、。このグラフは 3月まで、であるが，それ以降も〈鉄状差〉

き続けた。その閉さが畿大となったのは1923年10月であったが，このと

き戦前と比較した工業製品価格指数は鈎売176，小売163となり，これにたい

して農産物館格者数は鰐売57， となった。このため農産物価格指数に

たいする工業製出街格指数の割合は鰐発3.10，小売2.97までになっλ
物の方からみれば交換比率は戦前の実に3分の 1に低下したことになる。

この〈鉄状差〉の展開はネッヅに重大なl2t'l難をもたらした。ネップはその

始点が1921年春の第10閉党大会における穀物割当犠発から食櫨税への移行で

あったことが示すように，農民の宥和という側面から出発していた。戦争と

しき?った劉を後輿させるには差是民の協力が経非とも必婆とされた

が，このためには燥誌の小商品生産者としての観樹に譲歩ナること，すなわ

ち取引きの自由を認めることが必要であった。農民が会撞税を納入したのち

の剰余物を交換できるよう ることによっ の生産意欲な高め，農業

~ 
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を復興させそれをつうじて工業を復興させようというのがネップ当初の構想

であった。<鉄状差〉の展開によって農産物の市場における交換条件が悪化

すれば，農民が市場で剰余物を交換できるようにしたことによって生じた刺

激は大幅に減少する。このため〈鎖状差〉の展開はネップのもとでの市場の

復活の意味を無に帰する恐れがあった。

そればかりではない。<鉄状差〉の展開にともなって， 1923年夏以降工業

製品の販売困難が生じた。卸売商業の表面的な活況にもかかわらず小売商業

の停滞はすでに夏からあらわれていたが，何よりも決定的であったのは通常
3) 

商業が活発イじする秋に商業の後退が生じてしまったことであった。この時期

の工業生産は戦前水準の30%代に回復していたにすぎなかった。かかる水準

でなお工業は販売困難に落ちいったのである。さらにこれと前後していまま

では広範に与えられていた国立銀行からの信用が突然削減されてしまい，工

業は重大な困難に直面したのである。

労働者の不満もこのころ頂点に達した O ネップ期に入ってから労働者の失

業は大幅に増大した。企業に雇傭されている労働者も工業の困難な状況を反

映して賃金の遅延，代用品や公債による支払など実質的な賃金の切り下げを

意味する措置によって悩まされていた。 1923年の夏には労働者はストライキ
4) 

に訴えるまでに到ったのである。

〈鉄状差〉による農民の市場での不利化，工業の販売困難さらには労働者

のストライキなどがこの時期の党内論争の背景となった。具体的には労働者

の不満を反映した「労働者の真実Jなどの党内分派の形成を公式路線が官僚

的に規制しようと試みたことに， トロッキーらの反対派が民主主義の一定の

復活としづ立場から批判をおこない，また〈鉄状差〉そのものの評価とその

克服策をめぐる意、見の相違が表面化したことによって党内論争がひきおこさ

れたのである。

このようにネップ下での経済的・政治的な困難をひきおこし，党内論争を

誘発した〈鉄状差〉はいかなる原因によって生じたものであったかについて，

党内論争との関連において重要であると思われる二つの点を取りよげておこ
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う寸それは，工業と農業の復興テンポの不…致とトラスト・シンジケ…トの

高髄格政策のニ点である。

1922生存の前半ば前年の凶作の影響下に農産物価格は工業製品にたいして割

高であった。ネッブが農民に与えた刺激が効を爽して1922年の収機が回援す

るとともに，今度は工業生産の抵水燃が舗格関係をど工業製品に布科な方向に

動かし始めた。 宮司営の大竣模工業の生産高は1920年に試戦前 (=19日年〉に

比較して13.8%、でしかなかった。ネ γ プ導入以降I業;の夜輿は対言吉年上じでみ

るかぎり高かったが，戦前に比絞した水準では1923年でも39.1%にすぎなか

った。工業生産が戦前ホ準を回復するのは1926年になってからである。かか

る低水準でここ業は低い掠業率，閤定資本の老約化，熟練労{勤者の不足などー

避の露{尚宏ひきあげる方向に作用する諸条件のもとで活動していた。

業は1921年の凶作による打撃からたちなおり， 1923年には工業に比較してず

っと戦前水準に接近していた。 1923年には播種甑積，穀物j長議高は戦諮水準

にたいしそれぞれ83%，約70%までになっていたo1918年の土地変革で著し

く中霊長イじした殺民は穀物の潟品化本を戦前よりも引き下げ、たので，穀物の市

場への出問り量は戦前の60%なやや下回る議で、あったとし、う o ここのように工

換は戦前の40%，農業は60%の水数にあったため，需給関係な考慮すれば，

と農産物の髄格関係は戦前に比較して前者に有罪IJになるはずである。

これは工業と農業の援輿テジポの相違によっ

ざるをえないことを意味するの先回りしてし、うと<鉄状差〉にたいする説

明で皮対派はこの華客屈を強調しこのような工業の立ち遅れをもたらした公

式路線の指導力の欠如と経済政策の誤りを批判した。

すでにみたように1923年初丹に〈鎖状差〉は最大となったが，ここのとき工

業製品締格は農産物飾格にたいする関係で戦前の 3倍の高さにあったのこの

ような異需ともいえるよ芥は，後興遇税のテンポの不一致とし、う繋西だけで

は説明できる範翻を越えている。<鎖状義〉をここまで激色させた饗罰とし

てトラスト・シンジケ{トの高部格政策があげられる。

食糧税の導入によって市場が復活すると，経済運営は市場を媒介としてお



ネップ初期の〈欽状差〉をめぐる党内論争上野 349 (1009) 

こなわれるようになった。戦時共産主義のもとで中央集権的な生産・分配機

構に組み込まれていた工業企業は国家予算から切り離されていった。市場に

おける独立採算制をおこなえるように，個々の企業が合同して形成したのが

トラストであった。しかし，市場を中心とする経済運営への移行は，スムー

( ズに行なわれたわけで、はない。市場でその生産物の販売を許されたものの，

内、

流動資金の不足に悩んだトラストどうしが市場で競争し，大きな損失をだし

た1922年春のいわゆる投げ売り (pa36a3apI1BaHHe)などがこの移行の困難さ

をよく示している。シンジヶートはこのようなトラスト聞の市場での競争を

さけ， トラストの購入・販売活動を代行するために，この投げ売りの直後か

ら形成されはじめた。これは〈鉄状差〉の展開と軌をーにしている。そして，

このシンジケートが以前の投げ売りの損失をも取り返そうとして，市場にお

ける独占的な地位を利用して高価格政策を採用したというわけである。その

実例もいくつも挙げることができるが，論争において公式路線の擁護者たち

が〈鎖状差〉にたし、する説明で強調したのがこの点であった。正しい路線を

トラスト・シンジケートなどの国営機関が誤ってうけとったため危機的な状

況を生じさせてしまったとし、うわけである。

これ以外にも〈欽状差〉をひきおこした要因はいくつもあるだろうが，こ

こでは〈鋲状差〉が国民経済の復興過程における困難さと市場を中心とする

体制への移行に伴う混乱を反映していたことを確認しておくにとどめる。

〈故状差〉を主としてトラスト・シンジケートの高価格政策によるものと

考えた公式路線の擁護者は， <{鍬状差〉を工業製品価格の引き下げによって

閉じようとした。 1923年10月以降この措置が実際にとられたが， <{銃状差〉

を工業の立ちおくれによるものと考える反対派はこの公式路線の採用した措

置が工業を更に弱化させることを恐れた。かれらは工業の拡大こそ〈鉄状差〉

を解決するためにとられるべき措置であると考えた。論争は必至であった。

1) A. H. MaJIa俳eB，HCTOpHH ~eHoo6pa3o日間間 B CCCP (1917-1963 rr.) 

M.， 1964， CTp. 386. (岸本重陳訳『ソ連邦価格形成史」竹内書，官， 345ベージ〉

2) レーニンの第10回党大会での報告『食糧税について』など参照。
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i3%であるはずだ，と主張

36paHHwe npOH3se4eHHH 

二やエト工業管理史論」 ミネノレ

寸つれるが，このときの国営工業

~2 億 3 千万金ノレーブルにも達した

ιOJIHTHK日coseTCKororocy且apCTsa

4 rr.) M.， 1971. CTp， 169. 

命争の経過を追ってみよう。 1923年10月

fーの書簡が党内論争の発端である。かれ

れた分派の問題にふれ，その原因を党内の

dJ.策の誤りによる重大な経済状態、にたし、する

J かれは経済政策については計画の軽視と経済

しのぎを批判し，他の経済活動との協同を欠く白

菜の苦境に言及した。さらに， <鉄状差〉はプロレ

、ミチカ (CMhIlJKa結合の意〉を破壊しており，1新経済政

」と断じ， <鉄状差〉は，公式路線が採用した価格引き下
2) 

げの措置ででよなく，工業の合理化によって閉じられるべきであると論じた。

10月15日には，ピャタコフ，プレオブラジェンスキー，オシンスキーなど

著名な党員46人の署名のあるいわゆる 146人声明」が中央委員会におくられ

「

、、‘一
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た。この声明はその基本的立場をトロッキーと同じくし，経済困難の1原因;仕

中央委員会の決定の非組織的な性格にあると論じた。チェルボネツ~\誠{出，一

信用政策の破綻，工業の販売難，穀物の低価格，賃金支払いにおける不平等

などの危機的な状況を列挙して，戸明は，すでに経済危機がはじまっている

と主張し，不吉な予言をする。「広範で熟慮され，計画的で精力的な措置が即

座にとられず，現在の指導力の欠如が続くならば，われわれは極度に激しい

経済的崩壊の可能性に直面している」と。

声明はさらに党内民主主義の問題にふれ，ネップの転換を画した第10回党

大会で採択された，党にたいする中央委員会の規制を強化する措置が，いま

や党の官僚化という否定的側面を生みだしていると警告した。そしてこれら

の問題を討議するために協議会を開催することを要求した。

反対派からのかかる批判に遭遇した中央委員会の多数派は， トロッキ一書

簡を間接的に非難するとともに，r46人声明」を公然と「分裂的・分派的政治

行動」と非難したが，反対派の党内民主主義にかんする主張に一部分譲歩し

た。 11月7日に，ジノヴィエプは党内民主主義の復活を約束する声明を発表

しこの問題についての討論が開始された。 12月5日には党の官僚制を批判

し，党員に批判の白由を保証した新路

めた政治局によつて採択されている。この新路線は反対派の主張を大幅にと

り入れていたが， トロッキーは中央委員会の多数派がこの新路線を実際にお

J こなうかどうかには懐疑的であった。 12月8日の党集会への書簡でトロッキ

ーはこの懐疑を党官僚制の批判というかたちで表明し，一般党員に新路線の

遂行を訴えた。この書簡によって，党内論争はトロッキーとトロイカ(スタ

ーリン，ジノヴィエフ，カーメネフ〉との公然たる対立の段階に入り，論争

は一段と激しさを加えた。このように，党内論争は党内民主主義の問題を主

軸に展開されていったが， 12月25日に中央委員会は， <鋲状差〉委員会が起

草した決議を採択した。<鎖状差〉委員会は経済危機の兆候があきらかにな

った9月に組織されたものであるが，この委員会の作成した「経済政策の当

面の任務」と題する決議案は，この時期の公式路線の経済政策にたし、する立
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工場申;hqi?ともよく表明しているものであった。この決議が中央委員会によっ

弁樹Rされたのちには，公式路線はこの決議を擁護・解説した。一方反対派

悼それまでに経済政策についての詳しい意見表明をおこなっていなかったの

で，この決議を批判し，党集会ではこの決議への修正案を提出するかたちで、

自己の意見を述べることを余儀なくされた。反対派の経済政策についてのも

っともまとまった意見表明として知られるオシンスキーの修正案 (12月29日

モスクワ党労働者集会);プレオブラジェンスキーの修正案 (1924年 1月10日

第11回モスクワ県党協議会〉などがその例である。 1924年 1月の第13回党協

議会では，ピャタコフが反対派を代表してやはり修正案を提出している。

これ以降の経済政策にかんする論争の一つの焦点となった決議はかなり長

文なもので，農業と労農同盟の重要性を強調した序文にはじまり，農業，国

営工業，賃金と労働組合，外国貿易，国内商業と協同組合，私的資本，財政

政策の経済分野についての記述から，計画原則の強化にまで及んでいる。さ

らにこの決議には各分野ごとに詳細で網羅的な実践的結論が附されていた。

決議の序文では， <鉄状差〉危機からソピ、エト経済に占める農業の重要性

が教訓として再確認されている。第12回党大会の決議「工業について」との

継承関係を強調しつつ，決議は〈鉄状差〉危機はかなりの程度まで，農民が

優越している国でプロレタリア独裁を実行する任務から生じてくる農民経済

の役割の過小評価によって説明されるとし，r国営工業の発展テンポは農業の
状態によって定められる客観的な範囲内にあり，すべての経済政策を農業の

発展水準に綿密に一致させることが最重要な任務である」とのベる。

しかし， <鉄状差〉が農民経済の過小評価によってかなりの程度説明され

るという一般的な言明から， <鎖状差〉とそれと伴う経済困難のより具体的

な説明に移ると，決議は諸要因を列挙するにとどまる。まず農業の復興テン

ポと国営工業の復興テンポの不一致を「基礎として」恐慌現象が生じた。こ

の恐慌は過度に高い工業製品価格と低い農産物価格との分岐 (paCXQ)K，n:e閉め

によって「特徴づけられる」。次のものが恐慌の「尖鋭化を促進した」。すな

わち，商業関係の発展の不十分さ，シンジケートの高価格政策，工業や特に

、V、
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商業分野における諸経寮の高さ，貨幣経済の発展の弱さ，二重通貨制度など。

そして最後に，恐慌は「われわれの工業と商業が農村大衆市場へ自己の道を

開拓することにたいする無理解」の「結果」であった，とL、う具合ーである。

以上のようなモザイク模様の説明のうち，公式路線が実際にはもっとも強

ヂ 調しているのは，r工業と商業が農村大衆市場へ自己の道を開拓」できなかっ

内

たこと，具体的には，国営商業の高価格政策であったと思われる。このこと

は国営工業の項ではより明瞭である。この項ではまず「国有化された大規模

工業の発展のみがプロレタリア独裁のゆるぎない基礎をつくりだす」という

原則を掲げ，過去一年間の工業発展を肯定的に総括したのち，この分野でも

不健全な現象があったとする。この非難の対象となっているのが他でもない

国営商業の価格政策であり，シンジケートはこの高価格政策の「直接の先導

者Jとして批判の矢面にたたされた。

〈鉄状差〉危機の諸要因のうちとくに国営商業の高価格政策に力点がおか

れていたことは， <鋲状差〉の克服が主として工業製品の価格引き下げとい

う措置によっておこなわれたことと無関係ではなし、。 1923年10月以降にとら

れたこの措置にたいして，反対派はかかる措置は工業を弱体化させるのでは

ないか，としづ危倶をいだいていた。そして， <(鉄状差〉は工業製品の価格

引き下げて、はなく，工業の合理化によって閉じられるべきだというのが反対

派の主要な主張の一つであったため，決議においても価格政策については次

のような熟考のあとがみられる文章がしるされていた。「社会主義工業におけ

る蓄積はネップのもとでのプロレタリア独裁の運命にとって基本的で決定的

な要素ではあるが，生産物価格中に原価と必要最小限の利潤を越えて現時点

では，国の大衆の力の及ばないのが明らかな固定資本の急速な復興や拡張の

ための支出も含まれるとするのは，社会主義建設の見地からみて誤っている。

将来は価格政策を基本的な農村市場により大きな程度で一致させ，工業の発

展テンポをいままで以上に正確に農村市場の大きさの拡大の一般的経過に一

致させる必要がある。」工業製品価格の引き下げを擁護するこの文章こそ，こ

の時点での公式路線の経済政策の集約的表現といえよう。
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決議における他の論点は第13回党協議会における論争を紹介する際に譲り，

決議にあらわれた〈鉄状差〉危機にたいする公式路線の基本的な立場を再度

要約しておこう。公式路線が〈鎖状差〉からひきだしてくる教訓は，ソピエ

ト経済の発展は農民の動向に大きく依存していることである。<鉄状差〉の

ように農民を不利化する現象は，結局工業の復興をも制限することになるだ

ろう。ところが〈欽状差〉はといえば，国営商業の誤った高価格政策による

ところが大きい，したがって農民を満足させるように工業製品価格を引き下

げるべきである。これが公式路線の基本的立場であった。

1) この時期の党内論争に司いては E.H. Carrや M.Dobbの前掲書， 1・ドイツ

チャー， ~武力なき予言者・トロッキー」新ì"iîll社， R. Daniels， the Conscience of 

the Revolution， Harvard Uni. Press， 1960， (国際社会主義運動研究会訳「ロシ

ア共産党党内闘争史』現代思潮社)，ソ連邦共産党史各版や， A. r. THTOB， 50-
pb6a KOMMyHHCTH'leCKOI1 rrapTHH C TpOl.¥KH3MOM B rrepHO.ll.且HCKyCCIlH

1923--1924 rr. <BorrpocbI Y1CTOpHH K口cc>，1965， No. 7，上島武氏の連作

論文「過渡期経済の研究」のなかの「新経済政策をめぐる 1923~24年の党内論争」

「大阪経大論集』第60号， 1967年などを参照。

2) E. H. Carr， op. cit.， pp. 114'-5. 

3) Ibid.， p. 375. 

4) KnCC B pe30JIIOl.¥H5IX H peWeHH5IX Cもe3江OBKOHφepeHl.¥HH H ITJIeHyMoB 

日K，T. 2， M.， 1970， [以下 KnccB pe30JIIOl.¥H5IX と略記JCTp. 495-6. 
5) <npaB.ll.a))， 1924. 1. 1， CTp. 4-5. 

6) <口paB且日>， 1924. 1. 12， CTp. 4. 

7) KnCC B pe30JIIOl.¥H5IX， T. 2， CTp. 515. 

8) TaM )Ke， CTp， 517. 

9) TaM )Ke， CTp. 518. 

10) TaM )Ke， CTp. 519-20. 

同

第13回党協議会は1924年 1月16日から18日にかけてモスクワで開催された。

集まったのは，投票権をもっ代議員128人，審議権のみの代議員222人であっ

た。この協議会で，これまでの討論の決着がつくはずであったが，党機構を

総動員した中央委員会多数派は，協議会に反対派が派遣されるのに極力圧力

刊、
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をかけた。この時点でトロッキーは病気のため活動できなかったし，協議会

には結局 3人の反対派がし、たにすぎなかった。勝負はすで、についていたので

ある。だがこのことは，反対派がし、わば最後の力をふりしぼって公式路線を

攻撃することをさまたげはしなかった。

協議会における主たる議題は経済政策，党建設および国際情勢についてで

あり，ノレイコフ，スターリン，ジノヴィエフがそれぞれの議題についての報

告をおこなった。これからやや詳しく紹介する経済政策についての報告と討

論は， 16日から17日にかけておこなわれた。報告はルイコフで，これにたい

して反対派の立場からピャタコフ，プレオブラジェンスキー， B ・スミノレノ

フが発言し，カーメネフ，ラーリン，モロトブらが公式路線を擁護し反対派

を批判する発言をおこなった。これらの公式路線と反対派の論争とは少し流

れを異にする発言がクラーシン， リトグィノフ，カシオーノレによってなされ

た。最後にルイコフが結語を述べた。討論の内容はそれまでの党内論争の経

過を反映して激しく，公式路線の擁護者と反対派のあいだに批判・反批判の

応酬がおこなわれた。まずノレイコフ報告からみてみよう。

ノレイコフ報告はさきの中央委員会決議を擁護し，その順序どおりに解説を

加えたものだった。中央委員会決議で何よりも強調されていたのは，国民経

済に占める農業の位置の重要性，労農同盟の重要性であったが，ノレイコフも

〈鎖状差〉危機からこれにそった教訓をひきだす。すなわち，経済政策の全

ふ 問題は「農民とのスミチカと農村市場の獲得 (3a蹴開閉め」の視点から検

討されなければならない，と。

中央委員会決議はく鉄状差〉危機にたし、して，モザイク模様の説明を与え

ていたにすぎなかった。ノレイコブの説明も決して充分なものではない。ノレイ

コフは〈鉄状差〉危機をネップ導入以降に生じた食糧危機や燃料危機のよう

な物資不足による危機ではなく，1過剰生産恐J慌jと特徴づける。<鉄状差〉

危機をこのように特徴づけられるかどうかは疑問であるし，実際ピャタコフ

はこの定式化を批判したためこの点は協議会での論点のーっとなった。ここ

ではノレイコフがこの言葉を用いたのは，結局のところ〈鋲状差〉危機が以前
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のような物資不足ではなく，工業製品が売れ残ってしまったこと，そのいみ

で、有効需要にたいして過剰であったという事態を念頭においていたためであ

ることを指摘するにとどめておく。さで，ルイコフはこの〈鉄状差〉危機の

基礎には農業と工業の発展の不一致が横たわっていると主張する。中央委員

会決議においてもほとんど同じ言い回しが用いられていたことはすで、に見た

とうりである。ただ，この農業と工業の発展の不一致という要因は， <欽状

差〉を説明するために用いられるのであれば，ネップ期に入ってからの工業

と農業の戦前水準への復興テンポの不一致とL、う意味で用いられなければ無

意味である。ところがルイコブはこの工業と農業の発展の不一致をより一般

的な意味で，すなわち工業生産が農業にまだ立ち遅れているとし、う意味で用

いる。このいみで、農業と工業の発展の不一致は10月革命以前から歴史的に与

えられたものである，とノレイコフは主張する。ロシア革命によってプロレタ

リアートは政治権力は掌中にしたが，国民経済における工業の優位はまだ確

立していないというわけで、ある。「われわれは労働者の政治的独裁はもってい

るが，工場の経済的独裁はもっていない。」この議論の含意は明瞭である。ネ

ップ以降の復興過程における工業の立ち遅れを計画と指導力の欠如の結果で

あると批判する反対派の議論にたいする反批判である。工業が農業にまだ遅

れをとっているという「呪わしい遺産」を計画で根絶することなどできない，

と。

ノレイコフは〈錬状差〉の原因として工業と農業の発展の不一致を以上のよ す

うに改釈し，これを基礎とした危機は価格政策の誤りによって激化したとす

る。中央委員会決議でも〈鉄状差〉危機の主たる要因として国営商業の高価

格政策に批判が集中していた。実質的にはそれこそが〈鉄状差〉の主因であ

ると考えられていたといってもよかろう。ノレイコブが価格政策の誤りを強調

しても，このことからすればなんら異とするにはたらなし、。ところで，ルイ

コフの立場は若干微妙なものであった。というのはこうである。<鉄状差〉

の展開に国営商業の高価格政策が一役かっていたように，この高価格政策を

合;理化するのに最高国民経済会議 (BCHX)が7月にだした指令が一役か
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っていた。その指令はトラストは利潤を得ることが任務であると規定してい

たが，このことがトラストを生産の合理化ではなく，市場における独占的地

位を利用した高価格政策に走らせた，とし、うわけである。この指令の起草者

はBCHX副議長ピャタコフ，この協議会での反対派のスポークスマンであ

ったが， BCHXの議長はルイコフであった。この指令が協議会で問題にな

ったのは，このような事情によるoノレイコフは，この指令がトラストに利潤

を得よと規定しているが，し、かなる手段，特にいかなる価格政策によってそ

の目標を達成すべきかについて規定していない不十分なものであったこと

(そのいみでトラスト・シンジケートの高価格政策を誘発したこと)を認め，

ピャタコフを批判するとともに，この指令にたし、する自己の責任も明らかに

した。しかし，かれはトラスト・シンジケートが高価格政策を採用したのは

一部分はこの指令によるが大部分は「トラストが以前の時期に商品を投げ売

りしたため損失したものを取りかえそうとして，カの及びもしないテンポで

資本の復興と流動資金の形成を行なおうとしたこと」によるのだと主張して，

自己弁護を試みた。

ノレイコフの〈鎖状差〉危機についての説明は，以上のように国民経済にお

ける工業の未発展という意味に改釈された，農業と工業の発展の不一致を基

礎として工業の誤った価格政策によって激化された「過剰j生産恐慌」という

ように要約できょうか。

〈鎖状差〉危機を以上のように把握したルイコフは，ソピ‘エト経済の現状

をどちらかと言えば楽観的に描く。<鉄状差〉危機は以前のような貧困のた

めの危機ではなし、。たしかに失業者数は多いが，そのほとんどは農村出の筋

肉労働者か事務員である。工業の状況の改善はたしかに完全とは言えないが，

燃料の貯えは増大したし，以前より多量の原料が利用されているではないか，

とし、うわけである。

ルイコフは次に商業の分野に言及した。中央委員会決議で、も商業の問題に

は大きな注意が払われていた。<鉄状差〉の克服が工業価格の引き下げと農

産物価格引き上げと L、う商業に即したかたちで、行なわれたからばかりではな
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く，商業特に小売商業の分野において私的資本が大きな勢力をもっており，

また反対派がこの事実を警戒すべきだと主張していたからである。プレオブ

ラジェンスキーは11月1日に社会主義アカデミーで「ネップにおける経済危

機」と題する報告をおこない， <(鉄状差〉と秋の経済困難についてアカデミ

ックな取扱いをしていたが，そのなかで小売商業がえた金額を 6億ルーブノレ

と見積っていた。ルイコフはニの金額を 3億ノレーブノレで、あろうと評価する。

かれは問題は私的資本によってえられた金額だけで、はなく，小売商業の分野

では「私的商人，行商人，農村クラークJが独占者であることだと論じる。

これらの者が農村商業で独占的な地位を占めている状態を 1~2年の内にく

つがえすことはできなし、。しかし，都市と農村のスミチカにとって最重要な

農村における小売商業を私的資本の独占に委ねたままにしておくわけにはゆ

かなし、。ルイコフは中央委員会決議と同様かかる文脈において協同組合商業

の強化の必要性を訴えた。「できるだけ短期間に協同組合商業がし、ままでより

よく，より安く販売するように，すべての農民と労働者が協同組合・商業が私

的商業よりも優れていると感じるように努力することが必要である。」

ルイコフは次に幣制改革にふれた。ネップの導入後市場が復活するや安定

した通貨の必要性はすぐさま明らかになったと言ってよし、。市場を媒介する

経済運営にとって安定した通貨は不可欠だからである。一方政府紙幣はネッ

プ導入後も毎月いや毎日減価し続けた 3 その原因はよくわかっていて，政府

予算の赤字補填のための紙幣増発で、あった。このため予算赤字削減のための

措置がとられた。 1922年末に国立銀行は貴金属に保証された銀行券チェノレボ

ネツを発行する権利を与えられた。このチェノレボネツの発行が将来の安定通

貨導入の基礎となるのであった。 1922年末以降チェノレボネツと政府紙幣が並

行して流通するとし、う特異な状況が出現した。実際にはチェノレボネツが流通

過程に定着しはじめたのは1923年夏以降で、あったが，それ以来チェノレボネツ

は政府紙幣を急速に駆逐し，協議会が開催された1924年 1月には全貨幣流通

額の大半を占めるまでになった。一方流通から駆逐され続けた政府紙幣の減

価速度は非常に速かった。二種通貨の並行流通という異常な事態に終止符を
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うち，幣制改革を完成させる時機が来たように思われた。中央委員会決議は

「幣制改革は，国民経済の各部分間の一致のために不可欠な条件の本質的な

前提の一つに相違なく，それが経済の現実的な計画的指導の現実的な基礎を

はじめて与えるのである」と述べていた。ルイコフも幣制改革の必要性をと

き，その成功裡の遂行のために赤字削減や節約を訴えた。政府紙幣の激しい

減価によってもたらされた通貨の価値にたし、する不信に対処するためチェノレ

ボネツには25%の貴金属による保証が要求されていた。このため，ルイコフ

は「われわれのチェルボネツとわれわれの貨幣流通全体の堅固さを確保する

ために，金フォンドと為替フォンドを強化する必要がある」としづ立場から

貿易黒字政策を支持した。

最後に計画についてであるが，中央委員会決議は計画原則の強化という方

向そのものには反対しないものの，その時点での全面的計画化には否定的で

あった。/レイコフら公式路線の擁護者たちは，反対派が，計画を主要な主張

の一つにしていたため，どちらかといえばソビ‘エト経済における計画は無理

であるということに強調点をおいた。ノレイコフは「全般的で綿密な計画は一

年先のものでさえ，綿密で間違いのない計算の経験と工業，商業および全経

済のよりよい組織を基礎としてのみ可能である」とLづっ全ロシアの経済計

画は，ネップ期のような過渡期ではなく，社会主義においてのみ可能だとい

うのが計画についてのノレイコフの立場であった。

ノレイコフの中央委員会決議を擁護する報告にたいし， ピャタコフが協議会

におけるわずか 3人の反対派を代表して発言した。かれはルイコフ報告を批

判し，中央委員会決議にたいする修正案を協議会に提出した。

まず〈鉄状差〉についてピャタコフは，ノレイコフがそれを工業の「過剰生

産」としたのを批判し， <鉄状差〉は工業の過小生産であったとする。事態

は「工業製品の不足，農業生産の相対的過剰，穀物の相対的過剰」であった

というのである。実際に〈鉄状差〉の根底には，工業の復興テンポが農業の

復興テンポに立ち遅れたといういみで，工業の「過小生産」が燐たわってい

るのであって，ルイコフのいうような「過剰生産」ではない。その点ではピ
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ャタコフの批判は正当である。だからピャタコフが秋の危機を「生産危機で

はなく，工業危機ではなく，なによりもまず商品，商業危機である」とする

のも正当であろう。ピャタコフはこの秋の危機を 146人声明」と同様，経済

活動聞の不一致によるものと主張する。かれは〈鎖状差〉と秋の経済危機を

いわば「切断」するのだ。ピャタコフは協議会で二度発言したが，二度目の ‘J 

発言ではもっぱらこの点が論じられた。ピャタコフの主張は次のようである。

秋の工業困難は〈鉄状差〉というよりは国立銀行の誤った信用政策，つまる

ところ経済活動聞の不一致によるものであった。 1923年夏までにチェルボネ

ツは流通過程に定着し始めたが，これに伴って国立銀行は主として工業と商

業に対する信用供与を拡大した。このため工業，商業ともに仲介需要が増大

して市況は活発化したが，この活況は実際には商業機関に限られたものであ

った。 8月にチェルボネツの発行は限度に達し，突然信用が削減された。こ

のため，商業機関の購買力は減退し，工業の商品滞貨が生じた，というので

ある。反対派のB・スミルノプも〈欽状差〉危機について「われわれが経験

している危機は現在言われている程〈欽状差〉の問題と密接に結びついてい

るわけではない」として，秋以降の危機の原因をピャタコブと同様に，誤っ

た信用政策，つまるところ経済活動の諸側面の不一致に求め， 10月時点での

滞貨の発生を農民がこの時期に 1年中でもっとも多く租税を支払ったことと

結びつけた。

反対派のこのような主張には無理がある。秋の販売困難に国立銀行の信用

削減が大きな影響を与えたのは事実で、あるが，その時点での商品滞貨の発生

は〈鉄状差〉のため農民が工業製品の購入をさしひかえたからであった。

〈鉄状差〉の収束にともなって，農村市場を先導者として景気が回復してい

ったことがこのことを傍証している。

ピャタコフやB・スミルノフが無理に〈錬状差〉と秋の販売困難を切り離

そうとしたのには理由がないわけではない。さきにみたように，公式路線は

〈鉄状差〉の克服のために工業製品価格引き下げの措置をとった。反対派は

く鎖状差〉は工業の過小生産，換言すれば工業の弱さのために発生したと考
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える。ところが〈鎖状差〉を克服するために工業製品価格を引き下げると，

工業は一層弱体化するのではないかとL、う危倶を反対派はもった。公式路線

の批判に転じたのはこのことが大きな要因となっていたと言ってよいだろう。

それでピャタコフは〈欽状差〉は工業の過小生産によるのだから工業の拡大

によって解決されるべきであると主張したのだ。長期的にはそうであろう。

しかしこの工業の弱さに起因する〈鉄状差〉が秋の販売難をひきおこしたと

すれば，工業の拡大のためにこの販売難を克服しなければならな\;，~そのた

めには即座に価格引き下げがなされなければならない。<鉄状差〉と秋の危

機が切り離して論じられれば，少なくともこのジレンマからはのがれること

ができるだろう。しかしこの切断が無理であったことは，反対派の公式路

線にたいする批判が限界をもっていたことを示している。

ルイコフは報告のなかで，農民園においては経済全体をおおう計画を実施

するのは無理だと反対派を批判していた。ピャタコフは計画にたし、するルイ

ヨフの懐疑的な見方には充分な根拠がないという。共和国全体をおおう計画

が現在では無理であることにはピャタコフも異論がなL、。だがピャタコブは

国営経済においては計画は是非とも必要だと論ずる。かれが国営経済におけ

る計画の必要性を強調するとき，それはネッフ。経済にたいする次のような危

機感を背景としていた。「もしわれわれが国営経済の強化という問題を時機に

かなって処理できないならば，またわれわれがし、ままでそうであったように，

ネップの自然力 (CTHXH5I)のままにまかせれば，われわれは近い将来に資本

主義の原則が社会主義の原則すなわち国営経済および協同組合-経済の原則を

弱め (CHH)j{aTb)はじめるとし、う危険を冒しているのだ。Jもう少し詳しくみ

てみよう。高業のスミチカは現在私的資本の掌中にある。工業における資本

主義(賃貸し企業，利権企業〉はまだ端初的なものでしかないし，現在では

その発展は望ましいものでさえある。しかしこの過程をそのまま放置して

おけば，私的資本と国営工業の闘争は前者の勝利に終わるだろう。なぜなら

私的資本は「資本力」でも「市場での経験と能力」においても国営工業より

優れているからである。国営王業は「そのなかには国立銀行，工業銀行，鉄
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道，外国貿易をおこなう国営企業，園内商業をおこなう国営企業が含まれる

単一の巨大な国営経済制度の主要な部分」であるからはじめて私的資本に対

抗できるのである。ピャタコフはこのように論じて，私的資本との闘争のた

めには国営経済の計画化が「原則的で実践的な意義」をもっていると主張す

る。

ピャタコフは工業管理の問題にはよく通じていた。 1923年末のBCHXの

機構改革一一経済の一般的規制機能と国営工業の管理機能の分離はかれのイ

ニシアチブによっておこなわれたものであった。かれはこの改革の次に来る

ものは「全国営経済の組織化の任務とその管理の問題」であり，この問題に

は計画的に接近することが必要であると述べ，さきの議論を側面から援護す

る。かれはこの任務はし、ままで提起されもしなかったと断じ，工業トラスト

がし、かなる機関からの指導も受けず¥私企業と同様に活動していることを指

摘して国営工業の管理と計画性の必要を唱えた。この二つの任務の解決に全

力を注がなければ，rわれわれの社会主義経済の崩芽 (3apO ，ll;bIIll)を破壊する
こと」になるだろう，というのが計画についてのピャタコフの主張であり，

また反対派の主張でもあった。協議会で発言したいiま2人の反対派であるプ

レオブラジェンスキーとB.スミノレノフも異口同音に計画の必要性を強調し

た。プレオブラジェンスキーはピャタコフとほぼ同じ論理で計画の必然性を

説き， B ・スミノレノフは1923年の第12回党大会での決議のなかで計画化が強
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調されている部分を援用した。 ザ

計画と国営工業の管理の問題がピャタコフの主要な論点であったが，その

他にも中央委員会決議にたし、する修正がいくつか提案された。まず価格政策

について。公式路線は〈鉄状差〉の克服のために工業製品価格引き下げの措

置をとったことはすで、にふれた。反対派はこの措置が工業を弱体化させるの

ではなし、かとし寸危倶をもったが，価格政策にはいま一つの難点があった。

それは小売商業における私的資本の優位にかかわる。卸売商業はほぼ国営協

同組合商業の掌中にあった。それゆえ卸売価格については価格引きでげの措

置をとることができた。じかし，小売商業では私的資本が優位に立っていた
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ため，かかる直接的な規制はできなかった。それゆえ，卸売価格の引き下げ

はただちに小売価格の引き下げをひきおこさないかもしれなし、。その引き下

げの効果が最終購買者就中農民にまで及ばず¥仲介者である私的資本の蓄積

を助けるだけに終わる可能性は十分にあった。ピャタコフは公式路線のもつ

唯一の弱点ともいえるこの点をついた。かれは砂糖のトラスト価格が9ルー

プ、ル50コペイカであったものが自由市場では27-28ルーブノレで、売られていた

例をあげて，工業製品価格引き下げが，その意図に反して私的資本の蓄積を

助けていることに注意を喚起した。そして，1トラストに市場価格以下で販売

させると同時に，市場価格が低下するような措置をとる」ことが必要である

と主張する。<商品干渉> (TOBapHaR HHTepBeH閉めがこのような措置とし

てあげられた。すなわち，外国から主として農民が必要としている必需品を

輸入して，その供給量を増大させて小売商業における価格を引き下げ，私的

資本の蓄積を阻止しようというのであった。

工業製品価格引き下げの措置は中央委員会決議のなかで，工業製品価格中

に原価と必要最小限の利潤しか含めてはならないとし、う規定によって根拠づ

けられていた。ピャタコフはこの最小限利潤の規定を批判する。かれはまず

さきのBCHX指令は基本的には正しいと自己の立場を弁護する。「国営商業，

工業企業の収益性(rrpH6bIJIもHOCTb)の達成」は当時一般的な見方であったし，

トラストの活動を評価するにあたって利潤は基本的な指標である。だから，

ある与えられた価格政策と労賃政策のもとでトラストはやはり「最大限利潤」

をめざさねばならない，と。

最後に貿易黒字政策にたいしてピャタコフは貿易収支の均衡とL、う立場か

ら批判する。公式路線にあっては貿易の黒字政策はチェノレボネツの安定のた

めの金および為替フォンドの確保と L、う立場から擁護されていたとすれば，

ピャタコフはさきの広範な〈商品干渉〉の必要としづ立場から出来るかぎり

の輸入の必要性をとき，貿易の黒字政策を批判したので、あった。

以上の発言にそった修正案をピャタコフは提出した。序文への追加はネッ

プのもとでの社会主義原則と資本主義原則の闘争に注意を払うのを怠ってい
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ると公式路線を批判した。中央委員会決議への具体的な修正としては，第 1

に国営企業の管理についての新しい項が提案され，第2に計画化の必要が強

調され，第 3に価格政策については工業製品価格の引き下げは望ましいが，

それは工業生産の量的拡大によっておこなわれるべきであり，工業の犠牲に

よっておこなわれるべきではないとしていた。そして第4に貿易の黒字政策

が批判され，最後に「最小限利潤」規定が拒否された。

反対派のプレオブラジェンスキーの発言ではピャタコブがふれなかった幣

制改革についての言及がみられる。かれは幣制改革について，予算の赤字が

まだ存在しているときに新しい通貨を導入することは危険が大きいと批判し

た。またかれの発言ではピャタコフにもみられた私的資本にたいする警戒の

調子は更に強L、。かれは過去 1年間における私的資本の蓄積額を算定し，国

内商業施設中に占める私的資本の圧倒的な比重を確認して，ネップマンの成

長を「プロレタリア独裁にたし、する最大の危険Jであると警告する。かれの

描く状況はノレイコブのどちらかといえば楽観的な調子とは呉なり，危機感に

満ちたものであった。

ネップのもとでの資本主義の成長にたし、する強い危機意識こそ反対派が共

通しでもっていたものであった。それは次のように要約されよう。ネップの

枠組みのもとで社会主義的な国営経済と資本主義経済が激しい闘争をおこな

っている。そして農民とのスミチカをそのどちらが獲得するかにソビエトの

運命はかかっている。<(鉄状差〉と秋の販売危機で明るみにで、たことは，私

的経済が強い競争力をもち，蓄積をおこない，社会主義経済を脅かし， ，農民

とのスミチカを確立しつつあるということであった。この私的経済に比較す

れば社会主義的要素はまだまったく弱し、。小売商業では私的資本に圧倒的優

位を奪われてしまったし，工業においても個々の企業をとってみれば私的資

本より弱し、。私的経済との闘争をいままでと同じ条件で続けてゆけば，早晩

社会主義は復活した資本主義によって危地に追いこまれるであろう。このよ

うな立場からすると中央委員会決議やノレイコブ演説にみられる公式路線は，

ネップが生みだすこの危険にたし、じ過度に楽観的であると思われた。<(鎖状

、.....-
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差〉を克服するためにとられた工業製品価格引き下げは，工業の状態を更に

悪化させるのではないかと思われた。反対派にしてもネップの基本的な枠組

みをなす農民への政治的，経済的配慮や市場的諸条件の一層の整備にたいし

ては異論はなかった。しかしかかる措置がプロレタリア独裁の基礎である工

f へ 業を弱化させ，国営経済を弱体化させるならば，ネップの自然発生的な発展

にたいするなんらかの規制が必要であった。社会主義経済が本来もっている

優位性，すなわちその組織性を自然発生性に対置する必要があった。反対派が

計画を強調するのはそのためで、ある。しかし反対派は計画化の必要性を〈鋲

状差〉危機の克服に即して具体的に展開できなかった。かれらは工業を弱体

化させ，計画を軽視し，ネップの自然発生性を過小評価しているとして公式

路線を批判するにとどまった。

反対派の発言には公式路線の擁護者たちから激しい反批判が加えられた。

かれらは反対派がネップの枠組みのもとでの私的資本の成長に危機感をもっ

ていたのをとらえ，それを悲観主義だと非難した。カーメネフは反対派(か

れは外国資本導入の必要性を唱えたクラーシンも反対派に含めている〉に共

通したものは狼狽(rramlKa)で、あり，ソビエトにおける社会主義経済の成長に

たし、する不信仰であると断じ，工業，運輸が国有化され信用制度が国家の掌

中にあるのにピャタコフは「まだ生まれたばかりの社会主義経済の崩芽」な

どというと皮肉った。公式路線の擁護者の批判は中央委員会決議にたいする

〔 修正案を提出したピャタコフの発言に集中した。かれの修正案は実践的な内

容に乏しい点をつかれ，個々の内容にかんしてもそれぞれ批判が加えられた。

〈鉄状差〉と秋の販売危機を切り離して前者を「過小生産J，後者を誤った

信用政策に帰そうとするピャタコフの議論にたいし3 ノレイコフは結語のなか

で秋の販売危機を信用政策からは説明できない，危機の原因は〈鉄状差〉で

あると批判し，危機を「過剰生産」によるものであると繰り返えした。

ピャタコフの序文への追加は，決議がネップの勢力と社会主義の勢力の闘

争に十分注意を払っていないと主張していたが，これには多くの発言者が批

判を加えた。たとえばカーメネブは中央委員会の決議でもこの自明の理から
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出発していると主張する。そして社会主義と資本主義との闘争の帰趨は農民

とのスミチカをどちらが獲得するかにかかっているが， <鉄状差〉によって

あきらかになったのは農民とのスミチカを獲得するためには，農村市場を闘

いとることが必要であるということであったとし寸議論を繰り返す。方針は

すでにあきらかなのだ。「われわれは実践に移らねばならなし、。なぜなら一般

的主張はなんの助けにもならないからである。」

計画の必要性という反対派の中心的な主張にたいLても，ノレイコブにした

がって農民国において全経済を計画化することはできないとし、う批判がなさ

れた。ラーリンは，ピャタコフが国営経済内での計画の樹立を言うとき国営

経済の外には巨大な私的経済一一農民的およびブノレジョア的経済ーーが存在

しているのを忘れているし，収穫などの不確定な要素によって国営経済が規

定されているのを忘れている。ピャタコフの忠告に従って計画を実施しでも

危機の生じる可能性は避けられないと批判し，このような計画の理解の仕方

は「フ。ルードン的概念への移行」であると強い言葉で非難した。ミコヤンも

計画が作成されたとしてもそれは「机上プラン」にすぎず，計画についての

おしゃべりは工業と経済の官僚的管理に導くと批判した。

工業管理についてのピャタコフの主張はまず実践的ではないと拒否された。

更にピャタコフが工業管理の問題はし、ままで提起されもしなかったといった

ことは激しい反発を招いた。カーメネフは工業管理の分野でも一歩一歩前進

がなされており，ピャタコフ、の主張には根拠がないと述べた。

価格政策について公式路線の擁護者は雄弁であり，ピャタコフら反対派の

価格政策があいまいなものであると批判した。たとえばカーメネフは〈鉄状

差〉から農村市場の開拓の必要性があきらかになり，このためには農民にも

購入できるよう価格を引き下げる必要があるとし、う主張を繰り返した。「もし

われわれがより安く生産し，法外な諸経費をかけずに融通性ある機関によっ

て販売し，農村市場が許容できるような価格をつけることを学ばなければ，

われわれは農民国で社会主義を建設できないでろう。」このような立場から再

度最小限利潤の規定が擁護されるとともに，ピャタコフの価格政策にたし、す

、
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るあいまいさと最大限利潤の主張が批判された。そして，価格引き下げが私

的資本の蓄積を助けないように，広範な〈商品干渉〉が必要だというピャタ

コフの主張にたいしては，モロトフが次のような意見を述べた。「われわれは

大量の販売できない灯油，塩の貯え， ドンパスには7000万プードにのぼる石

炭，若干量の農業用機械をもっている一一われわれは多くの商品をもってい

るが，それは園内市場で売れないでいる。これにたし、する闘争はどんな方法

か?広範な商品干渉か?中央委員会は他の方法を指示しているーーすなわち

価格引き下げ，われわれがいままで、過度に得ていた利潤の縮小で、ある;」この

〈商品干渉〉にたいする非難はことのほか感情的である。カーメネフは，そ

れが外国資本と上層農民のスミチカをつくりだすとまで‘述べた。

幣制改革については，たとえばミコヤンはそれは農民とのスミチカの前提

として不可欠だと論じ，r幣制改革に際してのみ，われわれは国営商業と協同
組合を農村にうちたてることができる」と主張した。貿易黒字政策もこの幣

制改革との関係と他の理由によって再度支持されたことは言うまでもない。

公式路線と反対派の以上のような論争とは流れを異にした発言も幾くつか

なされた。たとえばクラーシンはソビエト経済の発展のために外国資本の導

入の必要性を唱えた。以前の「労働者反対派者」のリトヴィノフ，カシオー

ノレは労賃の問題についてのルイコフの楽観的な見方を批判する発言をおこな

った。

以上のような討論ののち，まずピャタコフの修正案についての投票が行な

われ，賛成3棄権1で圧倒的多数で否決された。中央委員会決議は満場一致

で採択され，協議会における経済政策についての討論は終了した。反対派は

敗れ去り，公式路線が承認されたのである。

承認された公式路線はソビ、エトにおける農民の重要性を強調し，市場的諸

条件の整備を急ぎ，ネップの正当性を再確認した。有効な代案こそ提出しな

かったが，反対派はネップ下における資本主義の復活を警戒し工業の拡大

と計画の強化の必要性を強調する立場を鮮明にした。<鉄状差〉をつうじて

顕在化したこの意見の分裂は，これ以降の経済問題にかんする党内論争の二
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極を形づくったのである。

1) KDCC B pe30J]IOl¥HX. T. 2， CTp. 499. 

2) 協議会で発言したのは発言順に名前をあげれば，報告ル fコフ，討論ピャタコフ，

リトヴィノフ，フレオフラジェンスキー，クラーシン，モロトフ，エヴドキーモ
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期したい。

3)~5) <口paB.ll.a>，1924. 1. 17， CTp. 3. 

-
V
 

W
 

7
』

6) E. Dpeo6palKeHcKH白， 3KOHOMH'leCI{He KpH3HChl l1pH H311e， <BecTHHK Ko-

MMyH日CTH'IeCKO白 AKa且eMHH>>噌 KH.6， 1923， CTp. 319. 

7)~8) <DpaB且a>，1924. 1. 18， CTp. 3. 

9) KDCC B pe30JJlOl¥H5IX. T. 2， CTp 527. 

10)~1 1) <<口paB.ll.a>，1924. 1. 18， CTp. 3. 
12) TaM lKe， CTp. 4. 

13) <DpaB.ll.a>， 1924. 1. 19， CTp. 5. 

14) <口paB且a>，1924. 1. 18， CTp. 4. 
15)~18) TaM lKe， CTp. 3. 

1 9)~20) TaM lKe， CTp. 4. 

21) E. H. Carr. op. cit.， pp. 135-6. 

22). <口paB.ll.a>，1924. 1. 18， CTp. 4. 

23)~25) <DpaB.ll.a>， 1924. 1. 19， CTp. 4. 

26) TaM lKe， CTp. 3. 

27) TaM lKe， CTp. 5. 

" ， 
t 


